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令和4年（2022年）11月15日発行

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金

家 計 急 変 世 帯 分 の ご 案 内
　電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金（非課税世帯分）に該当しない場合でも、
次の支給対象に該当する世帯は国の給付金の対象となります。

令和4年1月～12月の間に「予期せず収入が減少」し、年間収入（所得）見込額が令和4年度住民税が
非課税である世帯と同様の事情にあると認められる世帯（家計急変世帯）
※�年間収入見込額は、任意の1か月の収入を12倍して算出します。年間所得見込額は、年間収入見込額から控除や経費を差し引いて
算出します。
※電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金（非課税世帯分）に該当している世帯は対象となりません。
※令和4年度の住民税（均等割）が課税されている方の扶養親族等のみからなる世帯は対象になりません。
※令和4年10月1日以降に入国した方が世帯主の世帯は対象になりません。

１ 支 給 対 象

以下の必要書類をご用意いただき、原則郵送で申請してください。

（申請書に送付用封筒（切手不要）がついています。）

○必要書類
・申請書（請求書）
・振込先口座の確認書類の写し
・収入（所得）の証明書類
・申請者の本人確認書類の写し

３ 申 請 方 法

1世帯あたり5万円２ 支 給 額 ４ ご案内・申請書の配布場所

・区役所本庁舎
・各特別出張所
・生活福祉課（第2分庁舎1階）
・消費生活就労支援課（第2分庁舎3階）
・区立産業会館（西新宿6―8―2、BⅠZ新宿4階）
・各高齢者総合相談センター
・区社会福祉協議会（高田馬場1―17―20）

※�申請書は、新宿区ホームページからもダウンロード

できます。 
https://www.city.shinjuku.lg.jp/fukushi/
soumu01_000001_00021.html

①令和4年1月～12月の任意の1か月の収入を12倍し、

　年収を推定します。

令和4年10月から予期せず給与収入が減少、10月の収入で申請

〈支給対象となる例〉配偶者と子ども1人を扶養している方の場合

令和4年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
収入
（万円） 20 20 20 20 20 20 20 20 20 10 未定 未定

会社の経営悪化等で
給与が減少

この場合の年収推計　10万円×12＝120万円（年間収入見込額） この場合の非課税水準相当額　205万7千円

②�扶養等の状況から、自身の非課税水準相当額を

確認します。
〈非課税水準相当額一覧表（収入）〉

扶養する者の数 非課税水準相当額（収入）
扶養する者の数が0人の場合 100万円（1，000，000円）
扶養する者の数が1人の場合 156万円（1，560，000円）
扶養する者の数が2人の場合 205．7万円（2，057，000円）
扶養する者の数が3人の場合 255.7万円（2，557，000円）
扶養する者の数が4人の場合 305.7万円（3，057，000円）

控除の適用
障害者、寡婦、ひとり親の場合 204.3万円（2，043，000円）

　年間の収入見込額が、非課税となる水準を下回っているため、令和4年度住民税が課税されて
いない世帯と同様の事情にあると認められます。
※�同一世帯に令和4年度住民税（均等割）が課税の方が複数いる場合は、課税されている方全員のそれぞれの収入について、上記の
判定を行います（世帯状況は、申請日時点の世帯構成員で考えます）。

申 請 期 限：令 和 5 年 1 月 3 1 日 ㈫

◆よくあるご質問

Q　令和4年中に会社を定
年退職しました。現在は収
入がありませんが、対象に
なりますか？

Ａ　定年退職による減収は�
「予期せず収入が減少」に
該当しないため、対象にな
りません。

Q　アルバイトで生計を立て
ています。最近シフトが減ら
されてしまい、収入が減少し
ました。申請できますか。

Ａ　シフト減少がご自身の意思に
よるものでない場合で、年間収入
（所得）見込額が非課税相当水準
であれば申請できます。

受給には申請が

必要です

※�右記４の施設で配布しているご
案内や区のホームページの記載
例等を参考に必要書類を作成・
準備してください。
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